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１．松戸市地域生活支援拠点等整備検討会発足の経緯と事業目的 
障害者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障害児者の地域生活支援を推進する観点から、障

害児者とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう様々な支援を切れ目なく提供できる仕組み

を構築するにあたって何が必要か、というテーマで松戸市地域自立支援協議会「地域生活支援部会」と

「相談支援部会」において検討を開始し、国が示す５つの機能（①相談②体験の機会・場③緊急時の受

け入れ・対応④専門性⑤地域の体制づくり）を基に、松戸市におけるニーズと既存の資源を整理するな

ど議論が重ねられた。各部会の持つ検討事項の１つとして話し合われていたが、地域生活支援拠点に絞

って集中的に議論すべく、平成２９年３月に松戸市地域生活支援拠点等検討会（以下、「検討会」という。）

が設置された。市内の状況に応じた、松戸市の地域生活支援の拠点や地域の事業者が機能を分担して面

的な支援を行う体制作り等を協議することを目的とし、任期は平成３０年３月末までとした。それ以降

に関しては、議題に応じて改めて委員を選任する予定となっている。 
 
第４期松戸市障害福祉計画（平成２７年度～平成２９年度）において、国の基本指針に即し、「地域生

活を支援する機能の集約を行う拠点等を、各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備する」ことを成

果目標に定め、検討会において議論を重ねてきたが目標の達成には至っていない。第５期松戸市障害福

祉計画・第１期松戸市障害児福祉計画（平成３０年度～平成３２年度）において、引き続き平成３２年

度末までに地域生活支援拠点を整備することを成果目標とし、地域の現状分析や必要な機能の整理、整

備方針について検討を行う。 
 
２．協議結果 
（１）検討課題の整理 
先に松戸市地域自立支援協議会 生活支援部会と相談支援部会で松戸市内の資源を検討した結果、「体

験の機会・場所」「緊急時の受け入れ・対応」が不足、かつ早期整備が必要という分析に至った。 
一方、国の動向としては「我が事丸ごと、地域共生社会」実現に向けて、大幅かつ横断的な改革が行

われ、合計で３１の法律が改正されることとなった。共生型サービスの創設は、介護保険制度における

基準該当障害福祉サービスを基本とした方法を、障害福祉サービス側にも導入することにより、高齢者

と障害児者への支援をひとつの事業で提供しやすくする仕組みである。 
 子育てや高齢者分野など、横断的に連携を取る必要が出てくるのは必須であり、それに備えてまずは

相談支援体制を整備しておくことが下記図のとおり優先課題となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）相談支援体制の再構築 
  委託相談支援事業所が担う役割のうち、相談支援事業所との連携や地域の人材育成を重点項目とす

る。月に１回相談支援専門員が支援を必要とするケースについて取りまとめ、集約機関がサポートの

ためのマネジメントを行う。各役割については下記のとおりとする。 
 

●委託相談支援業所の役割分担表 

 

 

項目 CoCo ふれあい みらい エール Mネット

①一般相談（一般） ○ ○ △ △ △

②一般相談（困難） ○ ○ △ △ △

③虐待・差別 ○ △ △ △ △

④他事業所育成 △ △ ○ ○ ○

⑤計画なしのサービス調整
（セルフプラン該当者）

○ ○ △ △ △

⑥医療的ケア △ ○

⑦地域移行・定着 △ ○

⑧アウトリーチ ○ ○
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●各委託事業所の役割 （色付きの部分は重点項目） 

＜CoCo＞ 

・一般の方や関係機関からの新規の一般相談を受ける。三障害と障害が疑われる方が対象。 

 相談については、住所等必要に応じてふれあい相談室と振り分ける。障害福祉課が相談を入れる際は

主に CoCo、ふれあい相談室とする。 

・必要に応じて訪問による相談を行う。 

・サービス申請はしたが計画相談につながっていないケース（セルフプラン）のサービス調整。 

・虐待・差別について通報が入った際には、通報票を記入して障害福祉課へ報告。その後、必要に応じ

て連携を図る。 

・虐待・差別終結後、計画相談につながっていないケースは事後の見守りを行う。または他の事業所と

協議の上振り分けを行う。 

・虐待・差別終結後、計画相談につながっているケースは必要に応じて担当相談支援専門員と連携する。 

・虐待・差別終結後、新規でサービス導入したケース、またはセルフプランのケースに対し、他事業所

への引継ぎや振り分けが困難なものについて計画作成を行う。 

・他事業所に対し、研修等を通じてスキルアップを図る。 

 

＜ふれあい相談室＞ 

・一般の方や関係機関からの新規の一般相談を受ける。三障害と障害が疑われる方が対象。 

 相談については、住所等必要に応じて CoCo と振り分ける。障害福祉課が相談を入れる際は主に CoCo、

ふれあい相談室とする。 

・必要に応じて訪問による相談を行う。 

・サービス申請はしたが計画相談につながっていないケース（セルフプラン）のサービス調整。 

・虐待・差別の対応は行わないが、終結後の対応を行う場合には、引き継ぎ期間として障害福祉課や CoCo

と終結前に連携し、終結後の見守りを行う。 

・他事業所に対し、研修等を通じてスキルアップを図る。 

 

＜みらい＞ 

・自身の事業所に一般相談の連絡が入ったときにのみ対応（身体障害）。困難事例と判断された際には、

CoCoやふれあい相談室と連携する。 

 関係事業所からの相談は、なるべく CoCoやふれあい相談室で受ける。 

・一般相談の際にサービスが入りそうな場合は、計画は他事業所に振り分け、一般相談として関わる。 

・サービス申請はしたが計画相談につながっていないケース（セルフプラン）のサービス調整。自身の

事業所に直接入った相談のみ担当。 

・医ケア児の計画相談を引き受ける。または医ケアの計画相談を立てている事業所と必要に応じて連携

する。 

・身体障害の計画について、経験の浅い相談支援事業所に同行し、スキルアップを図る。 

・虐待・差別の対応は行わないが、終結後の対応を行う場合には、引き継ぎ期間として障害福祉課や CoCo

と終結前に連携し、終結後の見守りを行う。 
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＜エール＞ 

・自身の事業所に一般相談の連絡が入ったときにのみ対応（知的障害）。困難事例と判断された際には、

CoCoやふれあい相談室と連携する。 

 関係事業所からの相談は、なるべく CoCoやふれあい相談室で受ける。 

・一般相談の際にサービスが入りそうな場合は、計画は他事業所に振り分け、一般相談として関わる。 

・サービス申請はしたが計画相談につながっていないケース（セルフプラン）のサービス調整。自身の

事業所に直接入った相談のみ担当。 

・知的障害の計画について、経験の浅い相談支援事業所に同行し、スキルアップを図る。 

・虐待・差別の対応は行わないが、終結後の対応を行う場合には、引き継ぎ期間として障害福祉課や CoCo

と終結前に連携し、終結後の見守りを行う。 

 

＜M ネット＞ 

・自身の事業所に一般相談の連絡が入ったときにのみ対応（精神障害）。困難事例と判断された際には、

CoCoやふれあい相談室と連携する。 

 関係事業所からの相談は、なるべく CoCoやふれあい相談室で受ける。 

・一般相談の際にサービスが入りそうな場合は、計画は他事業所に振り分け、一般相談として関わる。 

・サービス申請はしたが計画相談につながっていないケース（セルフプラン）のサービス調整。自身の

事業所に直接入った相談のみ担当。 
・地域移行・地域定着事業。 
・精神障害の計画について、経験の浅い相談支援事業所に同行し、スキルアップを図る。 
・虐待・差別の対応は行わないが、終結後の対応を行う場合には、引き継ぎ期間として障害福祉課や CoCo

と終結前に連携し、終結後の見守りを行う。 
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厚生労働省障害福祉サービス等報酬改定検討チームの「相談支援に係る報酬・基準について＜論点等

＞」において下記のイメージ図が示されている。また、下記５点が論点として挙がっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（論点１）モニタリング実施標準期間の見直し 
（論点２）相談支援専門員１人あたりの担当件数の設定 
（論点３）基本報酬の見直し 
（論点４）特定事業所加算の段階制の導入 
（論点５）その他（①加算について、②セフルプランへの対応） 
 
以上５つの論点は松戸市の相談支援体制を見直す際に懸案事項とされてきた部分でもあり、報酬改定

の内容が判明した後、委託相談支援事業所と再度調整を行うこととする。 
また、「我が事・丸ごと」改革についても課題や検討事項が山積しており、「地域共生社会の実現」に

向け今後も取り組みを推進していきたい。 
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３．参考資料 
（１）委員名簿 

所    属 職  名 氏  名 

社会福祉法人 彩会 事務局長 橋本 めぐみ 

社会福祉法人 松里福祉会 
わかば園 

施設長 
雑賀 直人 

中核地域生活支援センター  

ほっとねっと 

障害者グループ

ホーム等支援ワ

ーカー 
桑田 良子 

基幹相談支援センターＣｏＣｏ センター長 藤井 公雄 

指定相談支援事業者 みらい 相談員 髙橋 利恵 

指定相談支援事業者 Ｍネット 室長 江波戸 達郎 

松戸市ふれあい相談室 室長 佐々木 あゆみ 

中核地域生活支援センター ほっとねっと センター長 今成 貴聖 

社会福祉法人 松の実会 
障害福祉 

サービス事業者 
湯川 美香 

㈱ＭＡＲＳ グループホームｍｙ夢 施設長 中田 健士 

事務局（障害福祉課）  

 
（２）検討会 開催実績 
 

 日程 協議内容 
第１回 平成 29 年 3 月 9 日 検討会の進め方について 
第２回 平成 29 年 4 月 13 日 定義について 
第３回 平成 29 年 5 月 11 日 整備イメージ図について 
第４回 平成 29 年 6 月 8 日 整備イメージ図について 
第 5 回 平成 29 年 7 月 13 日 整備イメージ図（松戸市案）について 
第 6 回 平成 29 年 9 月 14 日 相談支援体制（松戸市案）について 
第 7 回 平成 29 年 11 月 9 日 相談支援体制（松戸市案）について 
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（３）キーワードの定義 
「緊急」という言葉を使っていても、立場や経験によってそれぞれの意図する意味が変わってくるで

あろうことから、検討にあたって重要となるキーワードについて各自の定義を共有した。また、今ある

資源と、必要な資源についても洗い出しを行った。 
 

緊急対応の対象者 今ある資源 必要な資源 
 ・事前登録者 

・障害者かつ家族と同居 
・福祉サービス利用者 
・手帳所持者 
・自立支援受給者 
・障害年金受給者 
・介助する家族が高齢 
・虐待リスクの高い家庭 
・相談歴がある人 
・対応の必要があると判断された人 

・顔の見える関係を活

かした個別連絡 
・ほっとねっと 

・緊急対応プランの作成 
・円滑に情報共有できる仕組み 
・常時対応できる事業所 

緊急 

 ・家の喪失 
・虐待、虐待疑い 
・介護者の病気や入院、死亡 
・介護者が介助できない状態 
・生命の危機がある 
・情緒不安定、パニック、行動障害 
・ただちに対応しないと権利が守られない 
・警察や医療で障害特性に対応できない 
・12 時間以内、24 時間以内に対応が必要 
・休日、夜間の対応が必要 
 
 

・空床 
・夜間勤務がある法人

のリスト 
・サービス等利用計画、

個別支援計画など 

・緊急対応のマニュアル化 
・判断困難な場合のフォロー体

制 
・情報共有の仕組み 
・責任の所在の明確化 
・緊急対応できる職員配置 
・各障害、地域のネットワーク

構築 

緊急派遣 
 ・安否確認 

・関係機関への同行、送迎支援 
・見守り、共に過ごす 
・派遣の際には警察と連携する 
・派遣の際にはサービス利用を確認して向

かう 
 
 

・空床 ・緊急対応のマニュアル化 
・情報共有の仕組み 
・責任の所在の明確化 
・緊急対応できる職員配置、加

算 
・地域定着支援の契約 
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緊急保護 
 ・短期入所施設 

・グループホーム 
・介護保険施設 
・ショートシェルター（支援者の有無問わ

ず） 
・緊急保護の際は期間を設定する 

金木犀 ・緊急対応のマニュアル化 
・コーディネーター 
・一時待機場所 
・制度外での利用の仕組み 
 
 

体験期間 

 ・1 泊～60 日 
・体験の際には必ず土日も体験する 
 

・体験専用部屋（ハウ

ス竹ヶ花） 
・サテライト制度の有

効活用 
・グループホームの予

備室、短期入所 
・障害者自立支援施設

更正苑 

・地域生活体験事業 
・受給者証の発行手続きの簡素

化 
・受け入れ施設を募る 
・空床保障、委託契約、補助金

（施設整備も含む） 
・空床ではなく体験に特化した

制度づくり 
・居室確保事業の活用 

体験回数 
 ・制限なし 

・3 回 
（①体験②不安事項の確認③最終的な意

思決定の場） 
・2 回目以降の体験は明確な理由がある方

のみに制限 
・最大回数のみ制限する 
・原則月 15 日以内 
・体験の際は評価シートを作成 
 

 ・受け入れ施設を募る 
・予算の補填制度 
・空床保障・委託契約 

24 時間 
 ・朝晩いつでも 

・日中は一般相談と緊急対応、夜間は緊急

対応に限定する 
・段階的に対応時間を伸ばしていく 
 

・当番制で宅直 
・地域定着支援を適用 
・留守電、メールでの

対応 
・ほっとねっと 
・よりそいほっとライ

ン 

・職員の勤務体制の整備 
・専門機関との協力体制の契約 
・対応マニュアルの作成 
（緊急時判断、繋ぐ先のリス

ト） 
・施設と相談支援事業所のホッ

トライン（輪番制） 
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３６５日 
 ・土日祝も相談ができる 

・年末年始 
・平日については、電話、来所、訪問、同

行などの一般相談全般を行う。 
土日については電話、来所相談のみ可能に

し、同行、訪問はしない。 
 
 

・地域活動支援センタ

ーⅠ型 
・携帯電話での対応 
・恩田第 2 病院のアウ

トリーチ事業 
（自宅訪問し保健、医

療、福祉を提供） 

・輪番制で相談支援事業所の開

所 
・輪番制で入所施設の開所 
・本人の情報の共有方法 
・休日の障害福祉課との連携方

法 
・対応マニュアルの作成 
 （繋ぐ機関のリスト化） 
・コーディネート事業の活用 
 
 
 

夜間対応 
 ・19 時以降で緊急性の高いもののみ 

・20～21 時まで一般相談ができる 
・22～5 時まで深夜も相談できる 
・緊急の場合のみ 24 時間対応 
 

・当番制で宅直 
・携帯電話での対応 

・ふれあい相談室の 19 時まで

の開所 
・輪番制で相談支援事業所の開

所 
・専門職の確保 
・事業所理解 
・対応マニュアルの作成 
 （繋ぐ機関のリスト化） 
・コーディネート事業の活用 
 
 
 

早朝対応 

 ・8 時 30 分までで緊急性の高いもの 
・7 時から 
 ・緊急の場合のみ 24 時間対応 
・早朝対応可能なことは救急や警察などの

機関にのみお伝えする 

・当番制で宅直 
・携帯電話での対応 

・輪番制で相談支援事業所の開

所 
・専門職の確保 
・事業所理解 
・対応マニュアルの作成 
 （繋ぐ機関のリスト化） 
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予防支援 

 ・高齢障害者に対する介護保険サービスの

利用準備 
・地域の委託相談につなぐ 
・自助グループ 
・再発防止、家族支援 
（家族のアセスメントも取る） 
・自立支援ガイドの作成 
・日常的な関わりを持ち続ける 
・事前登録のうちリスクの高い方から体験

を提案する 
・スーパーバイズ機能を持つ相談支援事業

所の設置 
・体験利用の促進 
・支援者の緊急対応の教育 

・おうちプロジェクト

の活用 
・CC の定期開催 
・緊急対応後のケース

会議開催 
・相談支援部会ガイド

マップの作成・配布 
・地域包括の地域ケア

会議へ障害関係者の参

画 
・家族会、行政等で課

題のあるケースを関係

機関で共有 

・地域包括支援センターとの情

報共有 
・障害福祉サービス支援ワーカ

ーの配置 
・日常の相談ができる環境づく

り 
・輪番制で相談支援事業所を開

所 
・他職種チームの結成 
・緊急対応ケースの継続支援 
・家族支援体制の強化. 
 

その他 

 ・組織間連携の強化 
一定圏域の必要な資源を確認し、それぞれ

法人にメインの役割担当をつけ、圏域の他

の法人も周知をする仕組みづくり 
 
何を持って緊急対応を行うのか？ 
本人、家族からの電話？関係者からの電

話？ 
相談支援センター及び相談支援員の役割、

どこまでやるのか 
精神障害者の近所トラブルの対応 
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（４）拠点整備について、今後も論点となり得るテーマ 
【論点１】対象者をどう捉えるか 
＜現状・課題＞ 
・相談支援部会で松戸市内に事業所を置く指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所、 
基幹相談支援センター、地域活動支援センター、生活介護、施設入所支援、障害福祉課、子ども家 
庭相談課、中核地域生活支援センターの計 67 事業所を対象に行ったアンケートにおいて、平成 28 
年度中に緊急対応したケースは 79 件であった。ほぼ全てがいずれかの事業所と関係性がある中での 
相談であり、いわゆる従来の緊急対応がそのまま拠点事業に求められる可能性は低い。当事者から 
の相談というよりも、支援者支援が主な業務になると予想される。 

 
＜論点＞ 
・緊急対応が必要となるケースは手帳等所持していない軽度の障害者や、事前登録を行っていないこ 
とが予想されるため、対象者は広く捉えるべきである。 

・初めて対応する人を受け入れるのは事業所のハードルが高い。対象者を狭く捉えることとなるが、 
サービスの有無に関わらず事前登録制が必要となってくる。 

・命に関わる場合もあるので、服薬情報などを共有するための事前登録を必須としてはどうか。 
・現在サービスを利用している人（障害支援区分ありの場合）は認定調査時に情報共有シートを記入 
してもらうのはどうか。計画相談がついている場合は計画更新時に作成してはどうか。 

 
【論点２】24 時間対応について 
＜現状・課題＞ 
 ・相談受付の他に対応できる職員が複数人必要であり、人的資源の確保が重要課題。そして、相談受

付に関しては話を簡潔にまとめて訴えを聞くスキル、現場対応に関してはどんなケースにも対応で

きる経験豊富なスキルが求められるため、それに見合った報酬の用意も必要。 
 ・予算の捻出が難しい場合、現場対応は行わず、転送電話（宅直）による相談受付のみ行う等対応範

囲の検討が必要。 
 ・これまで事業所が善意、制度外で動いてくれていた部分が多いと思われる。改めて対応する事業所

を決めるより、従来どおり対応した事業所に対し、制度に基づき報酬を払う整備でも良いのでは。 
  
＜論点＞ 
・「相談」と「支援」は別物。支援とはいかに本人の手を取るかが重要で、それは手間や時間を要する。

一方、相談とは、極端に言えば電話回線 1 本さえあれば行えるものである。どこまで行うのか明確

に分けて検討した方が良い。 
 ・判断と責任の所在はどこにあるのか。 
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（５）緊急対応ケースについてのアンケート 
  ①集計結果 
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②アンケート依頼文 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③アンケート回答書式 
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 ③アンケート回答書式 
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（６）計画作成率実態調査のためのアンケート 
  ①集計結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

18 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20 
 



 ②アンケート依頼文 
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③アンケート回答書式 
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